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別添資料３

特に留意すべき事項

◇ 事故や、暴力・暴言・ハラスメント、いじめ等の不適切行為の防止等の徹底、不審者、災害発生時等の対応に
ついては、学校の内外や国公私立・学校種、スポーツ・文化芸術や種目等の別を問わず、共通して取り組まれる
ことが重要であること。

◇ 暴力・暴言・ハラスメント、いじめ等の不適切行為の防止等については、指導者はもとより、保護者・生徒等に
対する研修・普及啓発等も推進し、関係者の共通理解の向上を図ること。特に、「運動部活動での指導のガイド
ライン」（平成25年５月文部科学省）において示された、「肉体的、精神的な負荷や厳しい指導」と「体罰等の
許されない指導」の区別が十分に理解されるようにすること。

◇ 指導者には、自らが不適切行為を行わないことは当然のこととして、生徒同士等における不適切行為を防止する
役割も求められること。特に、生徒同士等の暴力やいじめ等の行為を防止する観点から、適切な集団づくりや
日頃からの生徒への目配りなどにも留意すること。

◇ 近年、スマートフォン・ＳＮＳ等の普及に伴い、生徒がトラブルや犯罪に加害者として関わってしまう可能性も
大きくなっていることから、人を傷つける書き込みは人権侵害であり犯罪になることもあること、他人に損害を
与えれば損害賠償責任を負うこともあることにも留意すること。

◇ 暴力・暴言・ハラスメント、いじめ等の不適切行為は、閉鎖的な環境・人間関係の下で発生しやすいことから、
複数の指導人材等が関わるなど開かれた活動環境の整備や、職員・指導者・生徒・保護者等によるコミュニケー
ションの活性化等を通じた風通しの良い組織作りなどにも留意すること。

◇ 事案発生時には、保護者や生徒が在籍する中学校等とも適切に連携しながら、被害を受けた生徒のケアを最優先
に対応すること。個々の指導者任せにせず、地域クラブ活動の運営団体・実施主体において組織的な対応を行う
こと。事案の事実確認に当たっては、被害者、加害者、その他の関係者から丁寧に聞き取り等の対応を行い、
事案に応じた適切な対応を行うこと。



地域クラブ活動において事故等が発生した場合の賠償責任主体及び賠償制度・保険の取扱いについて

○ 地域クラブ活動の運営上の瑕疵に起因する事故等については、地域クラブ活動の運営主体（市区町村、市区町村

以外の団体）や、事故等の原因主体（団体、指導者、生徒）に応じて賠償責任主体や賠償制度・保険の取扱いが

異なる。

○ 活動場所（市区町村立中学校等）の施設・設備の瑕疵に起因する事故等については、地域クラブ活動の運営主体

等に関わらず、施設・設備の管理者である市区町村が賠償責任主体となり、国家賠償法２条が適用される。

（１）地域クラブ活動の運営上の瑕疵に起因する事故等
（２）活動場所 （市区町

村立中学校等）の
施設・設備の瑕疵に
起因する事故等① 団体の瑕疵に起因 ② 指導者の瑕疵に起因 ③ 生徒の瑕疵に起因

地
域
ク
ラ
ブ
活
動

運
営
主
体

市 区 町 村

市区町村
【国家賠償法１条】

・市区町村
・指導者（故意又は
重過失の場合には
市区町村から求償）

【国家賠償法１条】

生徒（保護者）
【民間保険】

※ スポーツ安全協会の
「スポーツ安全保険」など

市区町村
【国家賠償法２条】

市 区 町 村
以外の団体

団体
【民間保険】

※ スポーツ安全協会の
「スポーツ・文化法人責任
保険」（法人対象）など

指導者（団体に雇用
されている場合は団体も
使用者責任を負う）
【民間保険】

※ スポーツ安全協会の
「スポーツ安全保険」など

生徒（保護者）
【民間保険】

※ スポーツ安全協会の
「スポーツ安全保険」など

（参考）学校部活動

市区町村
【国家賠償法１条】

※ 災害共済給付において
免責特約（災害共済給付の
額の限度において設置者の
賠償責任を免れさせる特約）
を付することが可能

・市区町村
・指導者（故意又は
重過失の場合には
市区町村から求償）

【国家賠償法１条】

※ 同左

生徒（保護者）
【民間保険】

※ 災害共済給付では賠償責
任保険は対象外。学校管理
下の活動であり、「スポーツ
安全保険」の対象外

※ 【 】は賠償制度・保険の取扱い


